
令和元年１２月１日改定

連番 区分
項目

（事務処理説明書上の見出し名等）
改定概要

1 共通 P.５ １ （２） 特許関連経費の取り扱い
特許関連経費の直接経費からの費用計上について、「大規模プロジェクト型にお
ける大学等の外国出願」に適用を広げることに係る改定。

2 共通 P.６ １ （４） ※注記
研究機関に帰属した（ＪＳＴとの共有でな
い）知的財産権について

特許関連経費の直接経費からの費用計上について、「大規模プロジェクト型にお
ける大学等の外国出願」に適用を広げることに係る改定。

※上記の他、文意に大幅な変更の無い修正やURLの更新等があります。
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